
先制医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金交付要綱 

平成 25年４月１日制定 

（目的） 

第１条 この要綱は，神戸医療産業都市や「健康を楽しむまちづくり」の推進に寄与する

ことを目的として，先制医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業に係る補助金（以

下，「補助金」という。）の交付について必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助事業者） 

第２条 この要綱において「補助事業者」とは，公益財団法人先端医療振興財団のことを

いう。 

 

（補助事業） 

第３条 この要綱において「補助事業」とは，補助金の交付対象となる事業をいう。 

補助事業は，次に掲げる事業を行うために必要な経費でなければならない。 

（１）先制医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備に係る経費 

（２）（１）に係る調査費用 

（３）（１）（２）の事業に係る附帯雑費 

（４）その他特に市長が必要かつ適当と認める事業に係る経費 

 

（補助額） 

第４条 事業を実施するために必要な経費のうち、この補助金の交付対象となる経費は、

前条の規定に基づく市長が必要かつ適当と認めるものについて予算の範囲内において補

助することができる。 

 

（補助事業の対象期間） 

第５条 補助事業の対象期間は，４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助事業者は，補助金の交付を受けようとするときは，補助金交付申請書（様式

第 1号）（以下「申請書」という）及び事業計画書（様式第 1号別紙）を市長に提出しなけ

ればならない。 

  

（補助金の交付の決定） 

第７条 市長は，前条の規定による申請書の提出があったときは，速やかにその内容を審

査の上，適当と認めるときは，補助金の交付決定を行い，補助金交付決定通知書（様式第

２号）を補助事業者に送付するものとする。 



２ 市長は，前条の規定による申請が、明らかに第 3 条に規定する用件に該当しないと認

める場合は、当該理由を付して補助金を交付しない旨を補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（申請の取り下げ） 

第８条 補助事業者は，前条の交付決定の内容またはこれに付した条件に対して不服があ

るときは，申請の取り下げをすることができる。この場合において，申請の取り下げをす

ることができる期限は，交付決定通知書を受けた日から２０日以内とする。 

 

（補助事業の内容または経費の配分の変更） 

第９条 補助事業者は，補助事業の内容または経費の配分の変更しようとするときは，先

制医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金にかかる補助事業の内容・経

費の配分変更承認申請書（様式第３号）を市長に提出し，その承認を受けなければならな

い。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

 

（補助事業の中止または廃止） 

第１０条 補助事業者は，補助事業を中止し，または廃止しようとするときは，あらかじ

め、先制医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金にかかる補助事業中

止・廃止承認申請書（様式第４号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１１条 補助事業者は，補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ

るとき，または補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに先制医療の実現にむけた

コホート研究基盤の整備事業費補助金にかかる補助事業遅延等報告書（様式第５号）を市

長に提出し，その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１２条 補助事業者は，９月３０日現在における補助事業の遂行状況について，先制医

療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金にかかる補助事業の遂行状況報告

書（様式第６号）を、１０月３１日までに市長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，その日から３０日を経過した日又

は翌会計年度の４月３０日のいずれか早い日までに先制医療の実現にむけたコホート研究

基盤の整備事業費補助金にかかる補助事業の補助事業の実績報告書（様式第７号）を市長

に提出しなければならない。 



 

（補助金の額の確定等） 

第１４条 市長は，前条の規定による報告を受けた場合には，報告書等の書類の審査及び

必要に応じて現地調査を行い，その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定

の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，

先制医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金交付額の確定通知書（様式

第８号）を補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は，補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を

超える補助金が交付されているときは，その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は，当該命令のなされた日から２０日以内とし，期限内に納

付がない場合は，未納に係る金額に対して，その未納に係る期間に応じて年利１０．９５

パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の概算払及び精算払の請求） 

第１５条 補助事業者は、補助金の概算払又は精算払を受けようとするときは先制医療の

実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金概算払請求書（様式 9-1号）または先制

医療の実現にむけたコホート研究基盤の整備事業費補助金清算払請求書（様式 9-2号）を市

長に提出しなければならない。 

 

（補助金の経理等） 

第１６条 補助事業者は，補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類

を整理し，かつ，これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間

保存しなければならない。 

 

（交付の取消しまたは補助金の返還） 

第１７条 市長は，補助事業者が次の各号の一つに該当するときは，補助金の交付決定の

全部若しくは一部を取消し、またはすでに交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命

ずることができる。 

（１）この要綱、または補助金交付決定の通知に付した条件に違反したとき 

（２）虚偽の申請、報告または不正の行為によって補助金の交付を受けたとき 

 

（財産の管理及び処分） 

第１８条 補助事業者は，補助事業により取得し，または効用が増加した財産を，市長の

承認を受けないで，補助金の交付目的に反して使用し，譲渡し，交換し，または担保に供

してはならない。 

２ 補助事業者は，前項の財産を処分しようとするときは，財産処分承認申請書（様式第



１０号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

３ 市長は，前項の承認を受けた補助事業者に対し，当該承認にかかる財産を処分したこ

とによる収入があったときは，その収入に相当する額の全部または一部を市に納付させる

ことができる。 

４ 補助事業者は，補助事業が完了した後も補助事業により取得し，または効用が増加し

た財産を善良なる管理者の注意をもって管理するとともに，補助金の交付の目的にしたが

って，その効率的な運用を図らなければならない。 

 

（検査等） 

第１９条 市長は，補助事業者に対し，補助事業に関して必要な指示を行い，報告を求め，

または検査をすることができる。 

 

（事情の変更） 

第２０条 市長は，補助金の交付の決定後，天災地変又は特別の事情が生じた場合は，補

助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し，又はその決定の内容若しくはこれに付

した条件を変更することができる。 

 

（施行の細則） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関して必要な事項は，企画調整

局長が別に定める。 

 

附 則 

１．この要綱は，平成 25年４月１日から適用する。 

２．この要綱は，平成 26年４月１日から適用する。 

 


